
17

1 熱海市の概要3 観光協会一体化へのチャレンジ
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3-1 熱海市内の観光協会・旅館組合

網代地区 多賀地区 初島 熱海地区 伊豆山地区 泉地区

網代温泉
観光協会

多賀
観光協会

初島区
事業

協同組合

熱海市
観光協会

伊豆山温泉
観光協会

伊豆湯河原
温泉

観光協会

南熱海網代温泉
旅館協同組合

初島区
事業

協同組合

熱海温泉
ホテル旅館
協同組合

伊豆山温泉
旅館組合

伊豆湯河原
温泉旅館
協同組合
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3-2 観光協会一体化への取り組み （H24.3～H26.3）

熱海 網代 多賀 初島 伊豆山 伊豆湯河原

振興公社
中核組織

一般財団法人
（仮称）あたみ観光局

市営駐車場
・公園施設の
指定管理

支部化
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3-3 観光協会一体化の背景・考え方

背景 ・長引く景気英明と観光交流客の大幅な減少により、「いまのままでは」との危機感を共有
・地域や諸団体が幅広く結集し、観光誘客の要である各地区観光協会の結集が必要

目的 観光客の誘致や利便性・満足度の向上に必要な事業を行うことを通じて、熱海市の観光関

連産業の振興に貢献し、かつ、地域の産業、住民、行政等と協働し、自然、歴史、文化、人材
等の地域の資源を活かし、併せて観光施設、公園その他地域の拠点となる施設の活性化に
資する管理運営や利活用を積極的に行うことを通じて、観光客や住民が豊かな時間を過ごす
ことができる観光まちづくりに貢献し、もって熱海市全域の観光関連産業の持続的な発展及
び住民等の福祉の向上に寄与することを目的とする。

組織 ■当面ホールディング形式とし、管理機能等を担う中核組織と、地域協働の核となる各地区
観光協会で構成

■（一社）熱海市観光協会と（公財）熱海市振興公社が合併し、中核組織を形成する
■各地区観光協会は、当面存続し中核組織に連携する（将来的には支部化）
■中核組織には管理機能や業務委託機能を集中する
■各地区観光協会は、地域協働の核として活動する
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3-4 観光協会一体化の頓挫

 観光協会一体化の第一歩として、（一社）熱海市観光協会と（公財）熱海市振興公社の
統合による中核組織の構築を進めた。

 熱海市観光協会は、最大規模の協会で唯一法人格を有しており、また、熱海市振興公
社は熱海市100％出資で公共施設運営に実績があり、合併により（仮称）あたみ観光局
のプラットフォームとなりうると判断した。

 熱海市振興公社の指定管理業務の継承について、市議会より否定的な意見が出された
ことにより、想定した新組織の財政基盤が不透明となったこと。

 このことは、市議会・市民への新組織移行への理解が浸透していなかったことが要因で
あり、当事者である各地区観光協会においても、一体化への不安や、検討スキームに対
する不信感があった。

 結果、熱海市観光協会及び熱海市振興公社の合併は解除となり、公社は解散へ、
一体化の議論は白紙となった。
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1 熱海市の概要4 新・観光基本計画の策定
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4-1 新・熱海市観光基本計画の策定

【 基本理念 】 変化しつづける 温泉観光地 熱海
－多様な地域の資源・価値に立脚し、時代・価値観の変化に柔軟に対応する満足度の高い滞在空間の提供－

【目指すべき姿 】

「首都圏」顧客支持率ナンバー1
温泉観光地 熱海

【 計画推進の柱】

◆将来のリピーター層に想起される
新・熱海ブランドの構築

◆市内回遊性の向上と伊豆箱根エリア
における観光ハブ拠点化による
新たな来遊客の創出

【 施策の体系 】

Ⅰ新・熱海ブランドの構築 1 観光ブランド・プロモーションの推進

Ⅱ魅力ある観光地域づくりの推進

1 市内各地域の魅力アップ

2 市内回遊性の向上

3 観光ハブ拠点化の推進

4 食によるブランドづくり

5 安心安全な観光地づくり

Ⅲ観光地経営の仕組みづくり

1 マーケティングデータの整備

2 宿泊産業等の競争力強化

3 観光人材の育成

4 熱海型DMOの構築

5 観光財源の確保
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4-2 熱海型DMO ・ 観光財源検討部会の設置

熱海市観光戦略会議

観光振興に関する施策の展開によるま

ちづくりその他の熱海市の特性を生かし

た観光戦略の基本的なあり方について、

審議、調査及び検討を行うことを目的と

する

熱海型DMO構築に関する検討部会

国内外からの観光客の流れを戦略的に創出し、地域の「稼ぐ
力」を引き出すため、明確なコンセプトを持った観光地域づくり
が求められる中、観光地熱海が将来にわたり継続して発展し
ていくための舵取り役、観光地経営の担い手としての「熱海型
DMO」構築に向けた現状分析・課題の整理、既存組織や行政
等とのガバナンスなどについて検討する

観光財源に関する検討部会

熱海観光の集客力を高く保つため、地域資源を生かし、戦略的
なプロモーション、観光振興に資するインフラ整備への投資を
安定的かつ継続的に行うため、中長期的に観光振興に資する
財源を着実に確保するための方策を検討する
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1 熱海市の概要5 熱海型DMOへリトライ
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5-1 観光行政の課題と熱海型DMOでの対応

専門性の欠如
◆ 外部人材の登用で専門性を高める
◆ 旅行会社、交通キャリア、大学等教育機関の参画・連携
◆ プロパー職員の採用と育成

タイムリーな施策展開
◆ 通年・複数年を見据えた予算執行システムの構築
◆ 市内外のマーケティングの仕組みづくりの確立（客観的データの積み上げ）

事業成果の評価
◆ 事業積み上げ型予算から成果評価型予算への転換
◆ 施策と結果の関連性・相関性の見える化
◆ 事業の効果に対する責任の所在の明確化

事業効果の最大化

◆ 地域の新しい取り組みの強化・支援
◆ DMO役員（理事会）への幅広い関係者の参画
◆ 商工会議所と連携したDMC（地域商社）への取り組み
◆ 街全体でのMICE機能の構築
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5-2 各地区の実力
熱海地区 伊豆山地区 南熱海地区 泉地区

旅館組合
熱海温泉ホテル旅館

協同組合
初島区事業協同組合

伊豆山温泉旅館組合
南熱海網代温泉
旅館協同組合

伊豆湯河原温泉
旅館協同組合

H28
入湯税額

330,929千円 57,552千円 24,924千円 18,405千円

3札幌市

4日光市

5伊東市

熱海温泉

6神戸市

7別府市

8高山市

397,026千円

379,930千円

357,226千円

330,929千円

299,631千円

299,531千円

253,562千円

83軽井沢町

84斜里町

85村上市

伊豆山温泉

86洲本市

87佐世保市

88盛岡市

60,115千円

59,429千円

57,982千円

57,552千円

57,552千円

55,902千円

55,827千円

235越前市

236南越前町

237大洗町

南熱海網代

238砺波市

239新潟市

240姫路市

25,127千円

25,116千円

25,103千円

24,924千円

24,911千円

24,543千円

24,430千円

300尼崎市

301南陽市

302三木市

伊豆湯河原

303米原市

304沼津市

305竹田市

18,688千円

18,640千円

18,428千円

18,405千円

18,361千円

18,352千円

18,314千円

※ 1箱根町 684,712千円 2熱海市 435,781千円



総会・役員会

網代

総会・役員会

多賀

総会・役員会

初島

総会・役員会

熱海

総会・役員会

伊豆山

総会・役員会

伊豆湯河原

熱海市観光協会連合会

市議会

JTB等

旅館組合等

市 長

観光経済課

予算・事業計画

議決

補助金・委託

委託

プロモー
ション

プロモー
ション

CP
イベント

市場
地域

5-3 現状の体制
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専門人材

旅行会社等

ﾌﾟﾛﾊﾟｰ職員

各地区観光協会各地区旅館組合 芸妓組合
商工会議所
各種団体等

報告
評価

採用

派遣・連携

採用

市 長

観光戦略会議

観光基本計画

DMO担当

役員会

執行責任者

予算・事業計画

熱海型DMO

報告

監督

財源・職員派遣

補助金
委託

市場
地域

CP イベント

マーケティング
プロモーション

生産性向上
人材育成

・・・

5-4 熱海型DMOの体制（たたき台）
市議会
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5-5 熱海型DMOのミッション

◆マーケティングデータの収集・分析により、潜在的な市場を常に把握していること

◆誘客ターゲット層を明確にし、最も効果的な手法によりアプローチすること

◆地域資源の掘り起こし、周辺観光資源の活用により、新しい熱海の魅力を発信すること

◆市内各地域への誘客目標の設定をし、熱海市全域への誘客を進めること

◆各観光協会及び観光関連団体の運営基盤の強化を図ること

◆各観光協会及び観光関連団体の行う誘客施策への支援・協力をすること

◆地域産品の開発、食の魅力アップ、販売促進への取り組みを進めること

◆宿泊施設等の競争力強化などにより、心地よい滞在空間を創出すること
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6 観光財源の確保
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6-1 平成29年度決算観光商工費の内訳

観光商工費

観光費

商工費

職員給与費

負担金

補助金

委託料

積立金

報償費

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000千円
区分 決算額

職員給与費 ９１，６１８，４２５円

負担金 ３３，６２６，１２０円

補助金 ２０２，２２２，２１３円

委託料 ３３，４３７，０００円

積立金 １７，０５３，９８３円

報償費 ２６０，０００円

小計 ３７８，２１７，７４１円

その他商工費 ４４，０７４，７６８円

その他観光費 １４８，９２０，９０２円

H29歳出計 ５７１，２１３，４１１円
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6-2 観光財源確保のための課題

◆人口減に伴う税収減少、社会福祉関係経費の増嵩により予算確保が不透明

◆安定した財源確保のため、観光振興に資する目的税の導入

◆既存の入湯税（目的税）、別荘等所有税（普通税）との関係

◆観光振興は、宿泊客（宿泊事業者）だけでなく、日帰り客にも受益がある

◆新しい税や負担は、観光地としての競争力の低下につながる懸念
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◆熱海滞在時の満足感

◆宿泊税等の協力

◆旅行者ニーズの把握

◆プロモーション展開

◆観光協会等運営支援

◆宿泊施設等競争力強化

◆魅力ある滞在空間提供

◆イベント展開

◆観光案内の充実

熱海型DMO（地域DMO）には

地域連携DMOの機能が必要

熱海型DMOは
観光客（宿泊客）視点の
循環型観光地づくりへの

転換


